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あらまし

　日本において「自然学校」＝「自然体験を中心
とした学習施設」「自然を舞台に教育を展開する
施設」をつくっていこうという動きが1980年代
から始まり、いまも広がりつつある。2002年（平
成14年）に環境省が行った調査によると、現在
国内に約1,400～2,000が活動を行っているとい
われており、このような大きな広がりをみせて
いることは一種の社会現象ともいえる。これら
は未来を担う子どもたちへの教育の問い直し、
悪化しつつある地球環境をはじめとする人類社
会の持続可能性への危機感、地方の過疎化と都
会への人口集中などを背景として、主に民間の
パイオニアたちが起業した「自然のなかでの学び
舎」の実践がしだいに専門領域として確立し、社
会的認知が進みつつある過程であると考えられる。
　自然学校の設立、運営主体は民間、企業、ボラ
ンティアベース、国公立など多様に広がってき
ている。なかでも独立民営型で起業し、新たなビ
ジネス、マーケットそして公共性を創出してき
た自然学校には運営のノウハウや専門性、革新
性、そして人材が集中している。そして僅か20
年あまりの歩みにより、自然学校はその活動領
域、社会的役割、地域におけるポジショニングを
著しく拡大させてきた。
　自然学校は自然と共生する社会経済システム
と「民」中心の社会のあり方にひとつの解決方策
を示していける可能性をもっている。こうして

近い将来、自然学校は「持続可能な社会を築いて
いくための学習拠点」へとさらなる質的な変化
を遂げていくことが望まれているのである。

１．はじめに

　日本において「自然体験を中心とした学習施
設」「自然を舞台に教育を展開する施設」をつ
くっていこうという動きが1980年代から始まっ
ている。現在、こうした「自然学校」は関係者の
当初の想定を大きく越え、日本において約1,400
～2,000が存在し、活動を行っているといわれて
いる1。宿泊しながら広大な自然のなかでさまざ
まな体験ができる大規模な施設から、個人が主
宰する小規模な自然体験のつどいまで規模や内
容はさまざまであるが、1995年（平成７年）時
点では600～700程度と推定される2ことと比較
すると、わずか7年間でこのような大きな広がり
をみせていることは一種の社会現象ともいえる。
　本稿では「自然学校」3とはいったい何なのか、
これまでの経緯と現在についてできるだけ総合
的にとらえ、また今後どのような未来を築いて
いくべきかについて考察を加えていきたい。
　これまで自然学校に関連した「自然体験活
動」、「自然体験を中心とした環境教育」、「野外教
育」等の研究、つまり自然学校の教育的側面から
の研究は主に教育学や身体運動学の領域からす
すめられてきた。これらは自然学校の活動内容、
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 1  『平成14年度中山間地域における自然体験活動等を通じた地域活性化方策調査（自然体験活動受け入れ体制に関する調査）報告
書』環境省自然環境局，2003年。

 2  日本環境教育フォーラム『自然学校宣言』1996年 による。この1995年の調査で把握された74校という数に国公立の自然体験活
動拠点約570を加えた数として推定した。この２つの調査は規模や対象が異なるために単純な比較はできないが、1995年当時に
はまだ全国規模での調査を実施できるだけのネットワークも十分に形成されていなかったといえる。

 3  以下、「自然学校」を自然学校と表記する。



西 村　 仁 志32

 4  降旗信一「自然体験を責任ある行動へ～自然体験学習論」（朝岡幸彦編著『新しい環境教育の実践』高文堂出版社，2005年），73-
105ページ。

 5  降旗信一「自然体験学習実践における青少年教育の現状と課題―自然学校の成立と発展に注目して―」（東京農工大学農学部『ESD
環境史研究』通巻４号，2005年）32-40ページ。

 6  新宮行人『野外教育の現状と課題』同志社大学大学院総合政策科学研究科修士論文，2001年。
 7  平成14年度「中山間地域における自然体験活動等を通じた地域活性化方策調査（自然体験活動受け入れ体制に関する調査）」報
告書，環境省自然環境局，2003年。

 8  佐藤初雄・櫻井義維英『実践・自然学校運営マニュアル―国際自然大学校20年の極意』山と渓谷社，2003年。
 9  社団法人日本環境教育フォーラム理事長、自然体験活動推進協議会代表理事、大妻女子大学教授。
10  岡島成行『自然学校をつくろう』山と渓谷社 2001年，81-82ページ。
11  オークヴィレッジ代表、トヨタ白川郷自然學校校長。
12  日本環境教育フォーラム『自然学校宣言』1996年，156ページ。

および背景を構成する重要な要素である。ところ
が自然学校を「学び舎」、「専門指導者集団」とし
てとらえた研究は、降旗信一による著述4と研究
論文5、また本研究科において新宮行人6が『野外
教育の現状と課題』と題して教育政策形成の観点
からの研究を行っているほか、緒についたばかり
という状態である。そこで本稿では自然学校を社
会的なムーブメントとしてとらえ、その社会的意
義や政策形成力について主に論じることとする。
　また一方で自然学校を経営体としてとらえ、
マネジメント、事業やプログラムなど運営技術
的側面についての研究の必要性が指摘されると
ころであるが、この点については別の機会に取
り上げることとしたい。

２．自然学校とは

２.１　自然学校とは

　自然学校は未だ一般に定着した言葉や概念で
はなく、自然学校についての明確な定義や解説
がなされたものはまだ多くはない。またこれま
で全国各地で展開されてきている自然学校に関
係する営みや試み、そしてその背景は非常に多
様なものであるために、まず自然学校について
の概念や現状を整理しておきたい。
　2002年（平成14年）に環境省が行った全国調
査7においては、「自然体験活動の受け入れ体制
となる施設や組織を特に自然学校と呼ぶことと
した。」と、幅の広い定義を行っている。この「自
然体験活動」については「自然体験活動は、野外
での体験活動全般を指し、キャンプやハイキン
グ、自然観察はもとより、農業体験・漁業体験な
どの体験活動、田舎暮らしなどの生活体験も含
まれる。また、自然を活用した川や海や山でのス

ポーツも、自然体験活動に含まれるものとする。
従って本調査では、野外で自然と関わることで
あれば、そのほとんどすべてを自然体験活動と
呼ぶこととした。」またその上で、「自然体験活動
のための『場』『プログラム』『指導者』を、年間
を通じて提供できる施設や団体」と解説している。
 　佐藤・櫻井は自然学校を「自然豊かな場所で、
宿泊可能な施設を持ち、指導者が常駐し、プログ
ラムを提供していくところ」と定義したうえで、
都市に本拠地をおいて自然豊かな場所や地域で
の体験活動を提供していく組織をも「都市型自
然学校」もしくは「体験学校」と呼び、広義の自
然学校として扱っている8。
　自然学校が「○○○○自然学校」というような
固有名詞でなく、一般名詞として関係者たちか
ら語られ始めるのは1980年代からである。そし
て90年代にはこの自然学校を日本の各地につく
ろうというムーブメントが、中央省庁、地方自治
体、企業等とも連動しながら発展してきた。その
中核を担ってきた５人は自然学校について次の
ように語っている。
　岡島成行9は、自然学校を「自然を舞台にした
教育施設」であるとし、「学校では知識を習う。学
力といわれているものに類する知識を習う。し
かし学校では知恵を教わる事は少ない。これに
対して、毎日山や川で遊んでいると、いろいろな
ものにチャレンジし、決断を迫られる。そのつど
瞬間的に自分で判断する。自然のなかで子ども
同士で遊びまわることは、生きる力を磨くこと
になる。」10とその意義について述べている。
　稲本正11は自然を背景にした体験によって「楽
しく、常に発見のある教育」、「現実の自然に生身
をぶつける教育」、「子どもや若者の内的な力を
引き出す教育」、「幅広く社会に開かれた教育」、
「全人格と生き方をトータルに学ぶ教育」という
新しい教育実践の必要性を説いた12。また稲本
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13  稲本正『森の自然学校』岩波新書 1997年，110ページ。
14  ホールアース自然学校代表。
15  広瀬敏通『自然語で話そう ホールアース自然学校の12ヶ月』小学館1999年，222ページ。
16  日本ネイチャーゲーム協会理事長、東京農工大学大学院。
17  降旗信一「自然体験を責任ある行動へ～自然体験学習論」（朝岡幸彦編著『新しい環境教育の実践』高文堂出版社，2005年），78-
79ページ。

18  大阪府の中学校社会科教諭として勤務のかたわら自然保護運動にもかかわり、1994年から毎年１月に開催されるネットワーク集
会「環境教育ネットワーク千刈ミーティング」の企画運営の中心を担った。1999年から３年間は文部省へ出向し国立淡路青年の
家専門職員として勤務ののち、現在は岐阜県立森林文化アカデミー教授。

19  高田研の「清里ミーティング2005」でのレクチャーによる。（2005年 11月 20日）
20 「ホールアース自然学校」ウェブサイト：http://www.wens.gr.jp/
21 「国際自然大学校」ウェブサイト：http://www.nots.gr.jp/
22 「NPO法人ねおす」ウェブサイト：http://www.neos.gr.jp/
23 「トムソーヤクラブ」ウェブサイト：http://www.nta.co.jp/tomsawyer/

は、現代人の「自然に対する共通の基盤」の欠如
が、人類と自然とがどうつきあっていけばいい
かと考える時の大きな落とし穴になると指摘し、
自然学校での体験を通じてそういった認識を育
むことの重要性を指摘している13。
　広瀬敏通14は「自然語」という概念を示してい
る。「自然語」とは「自然と対話する能力や感性」
であり、古来から自然と対話しながら生きてきた
人類の知恵でもある。40年ほど前までは生活の一
部であった里山などの身近な自然が開発により消
失し、また都市型、消費型の生活が浸透するなか
で、こうした自然との対話能力が失われてしまっ
たことが、いまの環境問題や子どもたちの心の問
題などにも影響していると考え、「自然語」をとり
もどし、また「自然語」が操れるようになって、人
類の未来について見通していけるようになること
が自然学校の使命であると述べている15。
　降旗信一16は自然学校について「1980年代後半
以降の自然保護教育や野外教育の実践における
諸課題に対応すべく『自然学校運動』として新た
な実践の流れをつくってきた専門家組織・集団
である」17と解説している。
　高田研18は自然学校について「ハコの中の教育
から、自然という際限のない空間と繰り返す長
い時間の流れの中に子どもたちを投げ込み、そ
こにあらたな教育の場を求めてきた。言い換え
ると、近代教育のパラダイムを変える１つの契
機を得、実践してきている。」そして「学校教育
の補完的な扱いしか受けてこなかった自然の教
育を１つの専門的な職域として確立させてき
た。」と述べている19。
　このように自然学校、あるいは「自然学校運
動」とは、未来を担う世代（子どもたち）への教
育のあり方の問い直し、悪化しつつある地球環

境をはじめとする人類社会の持続可能性への危
機感、地方の過疎化と都会への人口集中などを
背景として、主に民間のパイオニアたちが起業
した「自然のなかでの学び舎」の実践がしだいに
専門領域として確立し、社会的認知が進みつつ
ある過程であると考えられる。

２.２　自然学校の設立、運営主体

　自然学校は以下のように様々な主体、運営方
法により設立されている。

①民間（独立）型
　一人、もしくはグループによって資金・労力を
持ち寄って起業、設立された自然学校である。個
人事業の規模からスタートして次第に規模を拡
大し、現在では法人化して数億円規模の売り上
げとなっている自然学校もある。代表的なもの
として静岡県の「ホールアース自然学校」20のほ
か、東京に本部をもつ「国際自然大学校」21、札
幌に本部をもち北海道内各地に自然学校を展開
する「NPO法人ねおす」22などが挙げられる。

②民間（部門）型
　まず経営母体があり、その一部門として起業、
運営されている自然学校である。旅行代理店、宿
泊施設、ユースホステル、学習塾、テレビ局など
営利非営利はさまざまであるが、本業と関連し
ている場合が多く、また事業部形式で運営され
ているケースが多い。代表的な例としては東京
に本部をもつ「トムソーヤクラブ（株式会社日本
旅行）」23、山梨県清里にある「キープ・フォレス
ターズスクール（財団法人キープ協会環境教育
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事業部）」24、京都の「地球の遊び方（財団法人京
都ユースホステル協会教育事業室）」25などが挙
げられる。

③民間（ボランティア主体）型
　施設や専従スタッフをもたず、非営利で市民
のボランティアを主体に運営されている自然学
校である。例としては京都で 20 年余り活動を
行っている「京都自然教室」26が挙げられる。

④民間（CSR）型
　大企業を中心としたCSR27への関心の高まりを
背景に近年増加しつつあるのがこのタイプの自然
学校である。社会貢献を意識して設立、運営され、
②とは異なり本業との直接的な関連はない。代表
的なものとして「トヨタ白川郷自然學校（株式会
社トヨタ自動車による設置）」28のほか、「ハロー
ウッズ（本田技研工業株式会社）」29、「市村自然塾
（株式会社リコー）」30、「柏崎・夢の森公園環境学
校（株式会社東京電力）」31などが挙げられる。
　自然学校の運営以外に、自然体験関連のイベン
ト、キャンペーン、人材育成支援などに関与する
企業は他にも多数あり、社会貢献のなかでも自然
体験活動は関心の高い領域であることが伺える。

⑤国公立（直営）型
　国が設置している自然学校としては「国立青
少年自然の家」、「国立青少年の交流の家」（文部
科学省所管の独立行政法人）32、また国立公園等
の自然ふれあい関連施設等（環境省および関連
特殊法人）、国営公園の自然ふれあい関連施設
（国土交通省および関連特殊法人）などがある。
また都道府県・市町村立の少年自然の家をはじ

めとする自然体験関連施設がある。ただし近年
の傾向として、他の公立施設等と同様、指定管理
者制度により、所管の公益法人や民間企業、NPO
等に運営を委託するケース33も増えてきており、
純粋な意味での国公立直営の自然学校は減少傾
向にあるといえる。

⑥ 大学・学校型
　④の企業と同様に、大学も地域社会とのつな
がりを強めつつあり、所有する森林等を活用し、
市民に開かれた自然学校を開設する事例が出て
きている。金沢大学では、旧金沢城跡にあった
キャンパスから移転した角間キャンパス敷地内
の里山を市民の学びの場として「金沢大学角間
の里山自然学校」34を開設している。また九州大
学でも移転予定の元岡新キャンパスの森「生物
多様性保全ゾーン」をフィールドに、教員と学生
とで立ち上げたNPO法人「環境創造舎」35が生き
物調査や森林整備、自然体験イベント、活動指導
者の育成などを行っている。青森大学大学院で
は環境科学研究科・環境教育学専攻と関連した
自然学校を設置している。

⑦ パートナーシップ型
　各主体同士のパートナーシップによる運営で
ある。土地や施設は国や自治体が所有し、ソフト
運営を民間に委託して行う「官設民営」型の自然
学校や、同様に土地や施設を企業が所有し、ソフ
ト運営を別の民間専門組織に委託し運営する自
然学校もある。「官設民営」型の例としては環境
省の「ふれあい自然塾」事業で整備された「田貫
湖ふれあい自然塾」36（静岡県富士宮市・社団法
人日本環境教育フォーラムに委託）、北海道黒松

24 「キープ協会環境教育事業部」ウェブサイト：http://www.keep.or.jp/FORESTERS/index.html
25 「財団法人京都ユースホステル協会」ウェブサイト：http://earth.endless.ne.jp/users/yh-kyoto/
26 「京都自然教室」ウェブサイト：http://www.geocities.jp/kyotonatureschool/
27 「Corporate Social Responsibility (C.S.R.)＝企業の社会的責任」。企業は、社会的な存在として最低限の法令遵守や株主への利益貢
献といった役割や責任を果たすだけではなく、市民や地域、社会全体のさまざまなニーズに応えて、より高い次元の社会貢献、情
報公開や市民との対話を積極的に行うべきという考え方。

28 「トヨタ白川郷自然學校」ウェブサイト：http://www.toyota.eco-inst.jp/
29 「ハローウッズ」ウェブサイト：http://www.honda.co.jp/hellowoods/
30 「市村自然塾」ウェブサイト：http://www.szj.jp/
31 「柏崎・夢の森公園環境学校」ウェブサイト：http://www.netone.ne.jp/park/
32  これらは設置以来「国立少年自然の家」、「国立青年の家」と称していたが、平成18年４月、独立行政法人国立青少年教育振興機
構の設立に伴い、これらの施設は「国立青少年自然の家」および「国立青少年交流の家」と改称した。

33  ⑦「パートナーシップ型」を参照。
34  金沢大学「角間の里山自然学校」ウェブサイト：http://www.satoyama-ac.com/
35  特定非営利活動法人「環境創造舎」ウェブサイト：http://www2.odn.ne.jp/q-volun/
36 「田貫湖ふれあい自然塾」ウェブサイト：http://www.tanuki-ko.gr.jp/
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37 「黒松内ぶなの森自然学校」ウェブサイト：http://www.d2.dion.ne.jp/̃buna_ns/
38 「大杉谷自然学校」ウェブサイト：http://www.ma.mctv.ne.jp/̃osn/
39 「いしかわ自然学校」ウェブサイト：http://www.pref.ishikawa.jp/shizengakkou/
40 「NPO法人千葉自然学校」ウェブサイト：http://www.chiba-ns.net/
41  体験から何か物事に気づいたり学んだりする過程を、ひとつの教育方法として構造化したもの。体験そのものを学ぶのではなく、
体験を通じて得られる気づきや学びを「体験学習の循環過程」を通じて、より効果的なものにしようとするものである。

42  米国の自然教育家、ジョセフ・B・コーネル氏により「Sharing Nature with Children」として発表された、五感を使って自然を直
接体験するカリキュラム。日本では（社）日本ネイチャーゲーム協会が普及にあたっている。

内町が設置し、札幌に本部を置く自然学校「NPO
法人ねおす」が協力して運営を行っている「黒松
内ぶなの森自然学校」37、三重県宮川村が設置し、
地元NPOにより運営を行っている「大杉谷自然
学校」38などが挙げられる。また前述の通り指定
管理者制度の導入により行政直営から、民間へ
の運営移管がされるケースは今後も増加すると
考えられる。

⑧ ネットワーク型
　石川県では、県の各部局（環境、教委、農水、
公園、河川）に加えて、県下の市町村、民間営利・
非営利団体などが「いしかわ自然学校」39という、
いわば共通のブランドネームで連携し、全県規
模で自然体験活動を推進していく「ネットワー
ク型」ともいえる運営形態をとっている。また千
葉県房総地域で県の支援のもとで運営されてい
る「NPO法人千葉自然学校」40の例がある。

　これらのうち④民間（CSR）型、⑤国公立（直
営）型、⑦パートナーシップ型、⑧ネットワーク
型の自然学校のスタッフ構成には、①民間（独
立）型および②民間（部門）型の自然学校からプ
ロの人材が供給されているケースが多くみられ
る。つまり①民間（独立）型および②民間（部門）
型の自然学校が、新たなビジネス、マーケットそ
して公共性を創出し、そこには運営のノウハウ
や専門性、革新性、そして人材が集中していると
いえる。その要因については３章においてとり
あげるが、自然学校についての議論と人的ネッ
トワークづくりを、民間が中心となって1980年
代から続けてきたことによるものである。

２.３　自然学校のための「場」

　自然学校のための「場」については、活動場所
（フィールド）と立地の二つの側面がある。まず
「自然と関わる」活動を行うことのできる活動場

所（フィールド）は非常に幅が広い。稀少な原生
自然と出会うことができる国立公園や世界自然
遺産、農山漁村はもちろん、都会であっても都市
公園や社寺境内林、街路樹、学校の敷地内、河川
敷など緑地のある身近な場所などで自然とふれ
あう活動をおこなうことができる。自然学校で
はこうした山林、農地などを自己所有あるいは
借用し専用のフィールドとして使用している場
合もあれば、一般に開放された自然公園、都市公
園、湖、河川、海浜などを使用している場合もあ
る。このように自然体験活動のための場は「自然
の豊かなところ」に限定されるものではなく、ま
た必ずしも活動を行っている団体や個人の自己
所有である必要もない。
　次に自然学校の「立地」であるが、対象となる
人々が多く居住している大都市圏に立地し「独
自の保有施設を持たず野外教育的なプログラム
を商品として提供することで事業を成立させて
いる団体」と、豊かな活動場所（フィールド）が
近くにある中山間地域や農山漁村に立地し「独
自の保有施設を有し、そこにお客さんを宿泊さ
せながらその地域に根ざした特色あるプログラ
ムを提供して事業を成立させている団体」の２
つのケースがある。このうち前者の大都市圏に
所在する団体、つまりマーケットに近い団体か
ら比較的先に事業化が進み、その後に後者の自
然学校が登場してきたと考えられる。

２.４　自然学校の活動内容

　自然学校では1990年ごろから「体験学習法」41

に基づく体験型の学習手法が開発、導入され、活
動内容を構成する中心的な考え方となっている。
代表的なものとしては動植物やスターウォッチ
ングなどの自然観察、ハイキングや登山、ス
キー、サイクリングなどのスポーツ、野外料理や
川遊び、釣りなどの一般野外活動、一次産業や生
活体験にかかわるもの、「ネイチャーゲーム」42や
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43  2000年（平成12年）に文部科学省の支援によって設立された「NPO法人自然体験活動推進協議会（通称：CONE／コーン）」で
はこうした指導者養成の共通のベースとなるカリキュラムを示し、全国共通の「自然体験活動指導者」登録制度を創設した。こ
れには国内158の自然体験活動の指導者養成団体が加盟している。（2005年９月末現在）

44  1964年、東京教育大学に開設された野外運動学研究室が前身である。
45  このコースは2005年度に大学院環境科学院・地球環境科学研究院へ移行し、環境科学院地球圏科学専攻陸圏環境科学コース，ま
たは環境科学院環境起学専攻となっている。

自然クラフト、写真や絵画などの芸術・表現活
動、ごみ拾いや植林などの環境保全活動、指導者
養成ほか各種講座、調査研究などの普及・研究に
関するもの、エコツアーガイドなど旅行に関連
するものなど多岐にわたっている。また【表１】
のように2000年代以降に取り組まれている比較
的新しい領域もあり、こうしたテーマには新た
な外部の専門家との恊働のもとに進められてい
るものも多い。
　このように自然学校では、社会からの要請に
よって絶えず新しい活動領域が生まれ続けてき
ているのである。

２.５　自然学校の「指導者」とその専門性

　「自然体験学習の専門家組織」として自然学校
をとらえた場合に、その専門性が発揮されてい
る要素として次のようなものが挙げられる。
①野外活動技術、野外生活技術
②インタープリテーション（自然解説の技法）
③あらゆる世代・対象に対応できる参加・体験型
学習の展開手法（ワークショップ、体験学習
法、ファシリテーション、コミュニケーション
手法）
④リスクマネジメント（安全管理）
⑤企画・プランニング（プログラム・ソフト開発、
事業企画、広報とPR）
⑥地域計画・地域経営（まちづくり、むらおこし、

エコツーリズム、グリーンツーリズム等）
　このように「自然のことをよく知っている」
「野外技術に精通している」という領域にとどま
らず、社会や地域の諸課題に対して具体的に解
決策を提示していける総合的スキルを身につけ
てきた専門的組織であるといえる。
　自然学校の多くは自然学校指導者の養成をも
目的とし、指導者養成講座を行っている。３～４
日程度で自然体験活動の基本的な指導法を身に
つけるものから、通年合宿形式で講義、体験、現
場実習なども含んだ長期にわたるものもある。
また【表２】のように個別のプログラムについて
指導者の資格、認定や登録の制度が存在するも
のもある43。
　加えて大学・大学院での自然学校指導者の養
成も1990年代以降盛んに行われるようになって
きた。老舗ともいえる筑波大学大学院（体育研究
科スポーツ科学専攻野外教育・スポーツコース
1974年～）44のほか、信州大学（教育学部・生涯
スポーツ課程野外教育専攻 1995年～）、青森大学
大学院（環境科学研究科・環境教育学専攻 1999
年～）、岐阜県立森林文化アカデミー（森と木の
クリエイター科 2001年～）、北海道大学大学院
（地球環境科学研究科地球生態学講座自然ガイ
ド・環境保全指導者コース 2002年～）45、びわこ
成蹊スポーツ大学（生涯スポーツ学科野外ス
ポーツコース 2003年～）など専門コースの開設
が続いている。
　また若手スタッフの現場実習の機会提供とし

従来からのテーマ（1980年代以前～）�比較的新しいテーマ（2000年代～）�
自�然体�験�活動�
青�少年�育�成�
環�境教育�
冒�険教育�
ア�ウト�ド�ア�・�スポ�ー�ツ�
エ�コツ�ア�ー�
自�然保護�
自�然再生�
指�導者�育�成�
企�業人�教�育�

持続可�能な�「暮ら�しづ�く�り」�（�自給�
農�、�自然�エ�ネ�ル�ギー�、�地�域�通�貨な�ど�）�
食�育・�健�康�づ�くり�
悩�み�を持つ青�少�年への支�援�（不�登�
校�、引�き�こ�も�り、�ニ�ー�ト�等）�
地�域振興�
幼�児教�育�（�「�森�のよ�う�ち�え�ん�」�）�
国�際協力�
被�災地�支�援�

【表１】　自然学校で取りあげられているテーマ
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46  佐藤初雄「民間団体における野外教育事業についての一考察」日本野外教育学会第１回大会研究発表抄録， 1998年。

て、あるいは自らのスタッフ養成のために実習
生・研修生を受け入れている自然学校がある。こ
うした実習生制度は、この分野で経験を積み仕
事に就きたいと考えている若者と、経営面から
現場での安価な労働力を必要とする自然学校と
の間の需給バランスによって成立していると考
えられる。
　さて、以上のように専門教育や訓練をうけた
指導者が重要である一方、自然学校では生活体
験や伝統文化に関わる活動では地元の主婦や年
配者の方々、第一次産業従事者などが指導者と
して活動しているケースがみられる。地域住民
に指導者、運営者の裾野を広げていくことの意
義は後の４ .１においてとりあげている。

２ .６　自然学校の経営

　民営の自然学校では年間収支規模が数億円に
も上るところから100万円以下というものまで、
つまり法人として指導スタッフを雇用して組織
的な運営をしているものから、「個人として運
営」あるいは「任意の非営利団体」として法人化
しないで運営をしている団体・個人もある。法人
化をせずに青色もしくは白色申告個人事業者と
して、スタッフも雇用して組織的運営をするこ
とは可能であり、自立経営をしている自然学校
から、仲間同士でボランティア主体の運営をし
ているグループ、あるいは個人まで含まれる。
　自然学校の収入源は主催行事の開催、講師派
遣、行政からの受託事業、旅行代理店等との提携
である。主催（自主）事業は主催者の思いや考え

方を具現化していけるが、フィールド調査、事業
企画、広報、募集・営業活動、受付、実施運営と
いった全てのプロセス、作業を自力でやらねば
ならず、また手間がかかる割にあまり利益率は
上がらない。また講師派遣もその収益性は高く
ない。このうち指導のノウハウや経験が生かせ、
かつ収益性の高いものは受託、提携事業であり、
民間独立自営型の自然学校の多くはこれを中心
に行って経営を成立させている46。
　そして他の分野のNPO活動と同様に、自然学
校も経営基盤、組織力、資金力、社会的認知など
が乏しいなかでスタートしている。指導体制を
整え、営業活動を行って参加者やクライアント
を獲得し収入を得て、そして事故なく安全に事
業を展開していく、といった日々の業務をこな
すことに手一杯という状況では将来的な発展は
望めない。しかし関係者が「経営」や「マネジメ
ント」、「広報とマーケティング」、「リスクマネジ
メント」というような課題を認識しはじめるの
は1990年代後半になってからである。経営基盤
やマネジメント・システムを築いている自然学
校はごく僅かであり、自然学校全体としても経
営力水準の向上は今後の大きな課題である。

３．日本の野外教育と自然学校の発展

３.１　日本における自然学校の前身

　日本における最初の自然学校を特定するのは
難しいが、大正・昭和初期にYMCA、ボーイス
カウトによって展開された青少年教育キャンプ

資�格・�登�録�制�度等�の�名�称� � 付�与者�・�設�置者� �
自�然観�察�指�導員� � （�財）�日�本�自�然保�護�協�会� �
森�林イ�ン�ス�ト�ラク�タ�ー � （�社）�全�国�森�林レ�ク�リ�エ�ーシ�ョ�ン�協会� �
自�然体�験�活�動�指導�者� � （�NPO）自然�体�験活�動�推�進�協議�会�（CONE�）� �
キ�ャン�プ�デ�ィ�レク�タ�ー � （�社）�日�本�キ�ャン�プ�協�会� �
自�然公�園�指�導員� � 環�境省�委�嘱 �
自�然学�校�指�導者� � （�社）�日�本�環�境教�育�フ�ォ�ーラ�ム� �

日�本ア�ウ�ト�ワ�ード�・�バ�ウ�ンド�協�会 �
プ�ロジ�ェ�ク�ト�・ア�ド�ベ�ン�チャ�ー� � （�株）�プ�ロ�ジ�ェク�ト�・�ア�ドベ�ン�チ�ャ�ー・�ジ�ャ�パ�ン�
プ�ロジ�ェ�ク�ト�・ワ�イ�ル�ド� � （�財）�公�園�緑�地管�理�財�団� �
グ�リー�ン�ツ�ー�リズ�ム�イ�ン�スト�ラ�ク�ター� �（�財）�都�市�農�山漁�村�交�流�活性�化�機�構� �
ネ�イチ�ャ�ー�ゲ�ーム�指�導�者� � （�社）�日�本�ネ�イチ�ャ�ー�ゲ�ーム�協�会 �

OBS冒険教育指導者 �

【表２】　自然学校指導者の関連資格・登録制度等の一例
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にそのルーツをみることができる47。しかし戦時
下において民間団体がこうした活動を行うこと
は大きく制限をうけ、実質的に壊滅状態となっ
ていくこととなる。
　YMCAは戦後いちはやくキャンプ事業の復興
にあたる。1952年（昭和27年）には全国10ヶ所
の整備を完了し、その後1970年代までに20数ヶ
所のキャンプ施設を整備し、また人材やソフト
面においても戦後日本の野外教育をリードして
いくこととなる48。
　民間団体がリードしていたこの領域であるが、
文部省は1959年（昭和34年）「国立中央青年の
家」に始まる13ヶ所の「国立青年の家」の整備
拡充を開始する。また1961年（昭和36年）には
「スポーツ振興法」が制定され、その第10条では
「野外活動の普及奨励」49について言及した。また
「学制百年記念事業」として1975年（昭和50年）
の「国立室戸少年自然の家」の設置以降、平成３
年まで14ヶ所の国立野外教育施設「国立少年自
然の家」設置を行っている。また都道府県、市町
村による「公立少年自然の家」建設にあたっての
補助金支出をおこなったことにより、全国に約
320ヶ所の「公立少年自然の家」が整備された。
　このように80年代前半頃まではYMCAやスカ
ウト運動など老舗ともいえる野外活動団体、大
小の自然保護団体やグループ、そして国や自治
体だけがこうした活動の担い手であり、活動領
域も青少年教育や自然観察の範囲にとどまって
いたといえる。

３.２　80年代「自然学校ムーブメント」
の始まり

　1950～ 60年代に社会問題化した「公害問題」
は防止技術の普及や行政による規制、指導監督
の強化を通じ解決に向かうが、1970～80年代に
は地球環境問題の顕在化、また「ごみ問題」をは
じめ市民の消費生活を源とする新しい環境問題

への対応が求められるようになり、「環境教育」
の重要性が認識されはじめる。1975年（昭和50
年）に採択された「ベオグラード憲章」50では「環
境とそれに関わる問題に気づき、関心を持つと
ともに、当面する問題を解決したり、新しい問題
の発生を未然に防止するために個人及び社会集
団として必要な知識、技能、態度、意欲、実行力
等を身につけた人々を育てること。」と述べられ
た。このような背景から「自然とふれあう学びの
営み」を「環境教育」として再構成していく必要
性に気づいていく人々が登場してくるのである。
　1987年（昭和62年）９月28～29日、山梨県
の清里にあるキープ協会を会場に「清里フォー
ラム」が開催された。これは自然体験を中心とし
た環境教育についてのネットワークをつくり、
またその将来について議論をする場として全国
の自然保護、野外活動、青少年活動などの関係者
に呼びかけられ、93名の参加者が集まった。こ
の集会は翌年から「清里環境教育フォーラム」と
名前を変えて1992年（平成４年）まで５年間開
催される。開催当初は民間の自然保護／自然教
育関係者が参加者の多数を占めていたのが、し
だいに独立自営型の自然学校関係者、旅行業者、
そして野外活動（体育系）関係者が加わるように
なった。３年目からは「プログラム開発」、「施設
の建設」、「学校教育でのあり方」、「地域社会との
連携」、「指導者の養成」、「事業化に向けて」とい
う６つのテーマに絞り込み、分科会での議論、研
究が行われている。５年間でのべ700名、実数で
約400名が集まってなされた議論と研究の成果
は『日本型環境教育の提案―自然との共生をめ
ざして』51として出版され、さらに反響を呼ぶこ
ととなる。
　この「清里環境教育フォーラム」では、自然体
験活動を質的に高め、継続的に行っているため
の「事業化」への検討が行われ、そして「日本型
環境教育の提案」発刊以来、このムーブメントは
「事業化」を強く志向するようになる。この
フォーラムは1992年（平成４年）から任意団体

47  大阪YMCAの少年野外活動「少年義勇団」は1920年（大正９年）に兵庫県西宮市、六甲山の麓南郷山で２週間のキャンプ生活
を行っている。こうした野外での青少年活動のルーツは19世紀アメリカ東部で展開されはじめた経験主義の教育実践であると考
えられる。

48  酒井哲雄「民間団体による野外教育 -2.YMCA」，江橋慎四郎編『野外教育の理論と実際』杏林書院，1987年。
49 「スポーツ振興法」は本文p.19を参照。
50  ユーゴスラビアのベオグラードで開催された「国際環境教育会議」において採択。1972年ストックホルムで開催された「国連人
間環境会議」の「人間環境宣言」をうけ、環境教育のねらいをはじめて明確にした。

51  清里環境教育フォーラム実行委員会編『日本型環境教育の「提案」―自然との共生をめざして』小学館， 1992年。
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52  日本環境教育フォーラム『自然学校宣言』1996年，157ページ。
53  千葉県立中央博物館研究員。法人化以前の日本環境教育フォーラムで「都市環境教育研究会」の活動を行っていた。
54  鬼頭秀一編『環境の豊かさを求めて―理念と運動』昭和堂，1999年，262-265ページ。
55  筑波大学教授（当時）。現在はびわこ成蹊スポーツ大学副学長。
56 『青少年の野外教育の充実について（報告）』青少年の野外教育の振興に関する調査研究者会議，1996年。
57 『生活体験・自然体験が日本の子どもの心をはぐくむ（答申）』生涯学習審議会，1999年。
58 『子どもの体験活動に関するアンケート調査』文部省，1998年。

「日本環境教育フォーラム」として組織化され
「日本環境教育フォーラム・清里ミーティング」
の開催、環境教育に関する情報収集とその提供、
人材養成、調査研究などの活動を行っていくこ
ととなる。
　1996年（平成８年）２月22日、日本環境教育
フォーラムは東京で「自然学校宣言」集会を開催
した。この集会には中央省庁、政治家、地方自治
体、大手企業、NGO、一般市民、学生など約300
名が参加し、カナダの自然学校経営者の講演、日
本の自然学校運動関係者によるパネルディス
カッション等を行い、自然学校の果たすべき課
題と可能性、そして自然学校の担い手の専門家
組織としての日本環境教育フォーラムの役割を
大いにアピールするところとなった。この集会
の企画運営の中核を担った稲本正は、集会のま
とめの中で自然学校への公的資金の導入、大手
企業の援助についても言及しており、「政策化」、
「事業化」を意識しながらこのムーブメントを仕
掛けていこうとする意志が読み取れる52。
　日本環境教育フォーラムはさらに社会的な活
動を展開すべく公益法人化をはかり、1997年（平
成９年）４月、会長に原文兵衛（元環境庁長官、
元参議院議長）、副会長に岩垂寿喜男（元環境庁
長官）、理事長に北野日出男（東京学芸大学名誉
教授）という体制で環境庁（当時）所管の社団法
人となった。林浩二53はこの法人化への過程にお
いても、自然学校への重点化、業界団体化、事業
化への傾向が強く読み取れると指摘している54。
　この一方で事業化、プロ化には関心の薄い自
然保護系、あるいはアマチュア・ボランティアに
よる担い手、学校教員たちがこの動きからは一旦
離れていくという結果を生んでしまうこととなる。

３.３　1990年代以降の教育政策のなかでの
野外教育と自然学校

　1980年代から90年代にかけて、学校現場では
校内暴力やいじめ、不登校などの問題が多発し

はじめ、重要な教育課題として受けとめられる
ようになってきていた。1996年（平成８年）中
央教育審議会は第一次答申『21世紀を展望した
我が国の教育の在り方について―子供に［生き
る力］と［ゆとり］を―』を発表した。これから
の教育は、子どもたちの「生きる力」を育むこと
が重要であることが指摘され、相対的に比重が
高くなっていた学校の役割をスリム化し、家庭、
地域での教育の充実と相互の連携をめざすこと
が明記され、学校週５日制や「総合的な学習の時
間」の導入、生活体験、自然体験の機会の充実が
提言されたのである。
　同時期に設置されていた「青少年の野外教育の
振興に関する調査研究者会議」（主査：飯田稔55）
では、同年『青少年の野外教育の充実について
（報告）』56を発表した。この報告は、野外教育の
概念、そして野外教育に期待される教育的意義
を明らかにし、また現在国内で実施されている
青少年の野外教育について，そのプログラム，指
導者，実施場所，事故・安全対策の現状と課題を
指摘した。そしてこれらを踏まえた、今後の野外
教育の充実・振興を図る上で必要な方策につい
て提言し、この報告以後、文部省は野外教育に関
する諸施策、事業を積極的に展開していくこと
となる。
　同年６月に発表された中央教育審議会の答申
「新しい時代を拓く心を育てるために―次世代を
育てる心を失う危機―」では、子どもたちの心を
育んでいくために、親や社会が子どもたちへの
自然体験を促していかねばならないという時代
認識が示され、また民間の自然学校、指導者の役
割や連携に関しては、第３章「地域社会の力を生
かそう～長期の自然体験活動を振興しよう」の
なかで大きく取り上げられることとなった。
　また翌1999年（平成11年）生涯学習審議会の
答申「生活体験・自然体験が日本の子どもの心を
はぐくむ」57 では「自然体験が豊富な子どもほ
ど、道徳観・正義感が充実」58との調査結果を紹
介し、「子どもたちに様々な体験の機会を意図
的・計画的に提供していく」ことを重ねて提言し
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ている。同年、文部省「全国子どもプラン」では
文部省以外の各省庁が関与する体験活動の場と
機会を子どもたちのために提供していこうとす
る「省庁連携事業」が始まっている。
　続いて2000年（平成12年）には自然体験活動
の指導者の全国共通の登録制度をスタートすべ
く、文部省の支援を得て「自然体験活動推進協議
会（CONE）」が設立された。前年より研究会が
つくられ、今後さらに需要が高まっていく自然
体験活動の指導者の拡充とその社会的な信頼性
を高めていくために、これまで各分野や各団体
別に行われてきた指導者養成や資格認定につい
て共通のスタンダードをつくり、分野や団体を
超えた活用をはかっていこうというものであり、
この作業には全国の青少年活動や自然学校の関
係者が関わった59。この協議会には有力な「プロ」
自然学校から、アマチュア・ボランティアを主体
とした団体、そしてこうした団体や人材を地域
振興等に活用したい側の団体まで約150団体が加
入しており、登録指導者の数は約16,909人60にも
のぼっている。当初の「事業化・プロ化」志向か
ら一旦離れていったアマチュア・ボランティア
による担い手であるが、新たな教育政策形成の
なかでふたたび注目されてきたと言える。
　さらに2001年（平成13年）には社会教育法の
改正（６月）、学校教育法の改正（７月）が相次
いで行われ、その両方に自然体験活動が位置づ
けられるようになった。なかでも学校教育法に
は「小学校においては、前条各号に掲げる目標の
達成に資するよう、教育指導を行うに当たり、児
童の体験的な学習活動、特にボランティア活動
など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の
体験活動の充実に努めるものとする。この場合
において、社会教育関係団体その他の関係団体
及び関係機関との連携に十分配慮しなければな
らない。」61と明記され、学校教育と自然体験活動
における専門組織との連携について明確な位置
づけを行っている。

３.４　自然学校をめぐるその他の省庁等の
動き

　文部科学省以外の省庁、そして国会議員関係
でも自然学校への関心は高まってきた。
　環境省は「清里環境教育フォーラム」の開催へ
の協力・支援をはじめ、旧環境庁自然保護局の時
代から、自然学校ムーブメントと長く関係して
きた。環境省が管轄する国立公園の管理運営、そ
こでの自然解説指導者（インタープリター）の養
成やビジターセンター、自然ふれあい施設等の
整備、運営あるいはその検討にあたっても、多く
の場合自然学校関係者が関与している。また国
立公園をフィールドにした子どもの自然体験活
動「子どもパークレンジャー」の事務局は日本環
境教育フォーラム内に設置され、全国の自然学
校がその実施にあたっている。
　農林水産省では急速に進行している農山漁村
の過疎化、後継者不足等の課題への対応が求め
られており、農林水産業の活性化、農山漁村の振
興を図るために、「都市と農山漁村の共生・対
流」、「グリーンツーリズム」など様々な取り組み
が行われており、とくに農山漁村エリアに立地
する自然学校はこうした動きに主体的に関与し
ている。
　国有林を管轄する林野庁では、従来の木材生
産機能を中心とした政策から、国土保全、水資源
の涵養などの公共的機能、そして「森林環境教
育」62の重要性、および森林ボランティア活動の
活発化などにも着目し、森林のより多様な機能
に着目した政策への転換をはかりつつある。
　同様に川についてもその多面的な役割が注目
され、国土交通省（旧建設省）河川局では環境学
習や自然体験活動のフィールドとして平成８年
度から「水辺の楽校プロジェクト」63の推進、「子
どもの水辺サポートセンター」64 の設置などを
行っている。

59  こうした流れをうけて大きく方針転換をしたのがボーイスカウト、ガールスカウトである。これまでは団体内部のための指導者
養成を行い、またその活用も内部にとどまっていた、つまり「閉じた」制度であったのが、一般を対象にした自然体験活動指導
者の養成を行うようになっている。

60  2005年９月30日現在。
61  学校教育法第18条の２（平成13年追加）
62  林野庁「森林環境教育の推進」ウェブサイト http://www.rinya.maff.go.jp/policy2/f-education/top.htm
　全国森林組合連合会「森林環境教育ネットワーク」ウェブサイト ：http://www.zenmori.org/feenet/index.shtml
63 「水辺の楽校プロジェクト」ウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/river/kankyou/gakkou/index.html
64 「子どもの水辺サポートセンター」ウェブサイト：http://www.mizube-support-center.org/
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65  平成15年度からスタートした経済産業省「市民活動活性化モデル事業（市民ベンチャー事業）」にあたって採択された市民プロ
ジェクトには、「白神自然学校のITを活用したグリーンツーリズム雇用推進事業」（白神山地を守る会）、「山岳リゾート地におけ
るインタープリテーションとアウトドア用品のレンタルシステム」（アウトドア産業研究会、以上平成15年度）、「宮古島におけ
るエコツアーとエコ体験市場の創生事業」（NPO法人おきなわ環境クラブ、平成16年度）などの自然学校関係事業が含まれてお
り、地域における新しい事業展開の可能性について注目されている分野であるといえる。

66  同法の主務大臣は環境、文部科学、農林水産、経済産業、国土交通の５大臣と定められている。
67 「NPO法人グリーンウッド自然体験教育センター」ウェブサイトhttp://www.greenwood.or.jp/
68  同NPO専務理事、辻英之の講演による。（2006年７月16日）
69 「くりこま高原自然学校」ウェブサイト：http://www1.neweb.ne.jp/wa/kurikoma/
70   同自然学校を主宰する佐々木豊志への聞き取り調査による。（2006年９月16日）
71 「森と風のがっこう」（岩手子ども環境研究所）ウェブサイト：http://www5d.biglobe.ne.jp/̃morikaze/

　国土交通省（旧運輸省）総合政策局観光部で
は、観光を通じた地域の活性化をねらい「観光交
流空間」というキーワードで政策展開をはかり、
従来の観光業者だけではなく地域の幅広い関係
者の参加を得て、地域資源を活用した新しい観
光づくりを推進していこうとしている。この推
進方策には自然学校に関係する「エコツーリズ
ム」、「グリーンツーリズム」、「インタープリテー
ション」などの取り組みが含まれている。
　経済産業省では自然学校やアウトドア、観光、
レジャー等の領域を「サービス産業」として位置
づけ、またコミュニティ・ビジネス、SOHO・マ
イクロビジネスなどの振興もサービス産業政策
の重要な柱として位置づけている65。
　国会議員の動きとしては2002年（平成14年）
6月、超党派で「自然体験活動推進議員連盟」（会
長：鈴木恒夫衆議院議員・自民党）が自然学校関
係者らの働きかけにより設立されている。関係
官庁やNGOとの連携のもと政策形成や法制度の
整備に関係していくことが予想される。
　そして2003年（平成15年）に成立した「環境
の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進
に関する法律」（環境保全活動・環境教育推進法）
では環境保全活動、環境教育活動における民間
団体の位置づけや行政や学校との連携の推進に
ついても明確にし、環境保全活動、環境教育活動
のための人材の育成や登録制度を開始していくこ
とが明記されており、自然学校で行われている人
材養成や自然体験活動指導者もこうした人材とし
て活用されていくことが期待されている66。
　以上のように環境省、文部科学省等をはじめ
とした関係省庁の「自然学校の政策化、制度化」
への明確な路線が敷かれてきた。日本の各地で
自然学校設立への関心が高まり、また国や自治
体から公共事業として委託されるケースも増加
していった。これらを背景に、民間の既存の自然
学校も経営規模と活動領域を拡大させてきたと

いえる。

４．自然学校の課題と展望

４.１　地域貢献と市民的公共性確立にむけ
た課題

　自然学校は地域に対して具体的で効果ある貢
献を果たしつつあることが明らかになってきた。
「NPO 法人グリーンウッド自然体験教育セン
ター」（長野県泰阜村）67は、人口約2000人の山
村のなかにあって、1993年の活動開始以来10数
年で常勤職員15名をもつ組織に成長してきてい
る。これは村内で３番目の事業所規模にもなり、
これによってIターンや若者定住の具現化、村の
学校の教育環境整備にもつながり、また地域自
治組織役員を担うこともできる住民としての評
価もされつつある68。「くりこま高原自然学校」
（宮城県栗原市）69では自然学校スタッフによる
労力提供や自給作物のやりとりなど「自然学校
と地域住民との価値の交換」を双方の具体的な
メリットとしてつなげることによって、多数の
地域住民とそれぞれ個別の協力関係をつくりあ
げつつある70。岩手県葛巻町の小屋瀬小中学校上
外川分校跡に開校した自然学校「森と風のがっ
こう」71も過疎と高齢化の進む地区にあって、町
の内外から、子どもから大人まで年間のべ1500
名もの来訪者、利用者を迎えている。近隣のお年
寄りたちが伝統食づくり等の先生役として登場
するなど、廃校によって一度は「灯火の消えた」
地区に再び活力が戻りつつある。また「森と風の
がっこう運営協議会」をつくり、地域住民との話
し合いのもとに運営をすすめている。
　このように民間（独立）型自然学校については
地域とのさらなる積極的対話および具体的貢献
の可視化をすすめる一方、自然学校の市民的公
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共性の確立にむけて、２.２―③で取りあげた地
域住民を主体とした民間（ボランティア主体）型
自然学校の創設や充実の必要性を指摘しておき
たい。

４.２　社会変革にむけて自立する自然学校へ

　90年代、環境庁、文部省、農林水産省、建設
省（当時）などの各省庁がなだれをうったように
環境教育関連政策、事業に取り組みはじめた状
況について藁谷豊72 は「他人事で精気のない響
き」として違和感を覚え、「『環境教育』と看板を
かけ替えた、従来の教育スタイルが繰り返され
るのではないか。環境がすべてに優先し、今と同
じか、今以上の息苦しさの中にある未来になり
はしないか。環境ファシズムとなって人間が疲
弊するだけの社会になりはしないか。」73と指摘
した。
　同様に教育学者の原子栄一郎74もこの状況につ
いて「今日の環境教育制度化をめぐる危うさ」75

を指摘した。原子は環境教育を「『私』にとって
抜き差しならない環境問題と切り結ばれた教育
実践」76であるという立場にたって、J.Huckleの
理論を引用して環境教育のあり方を３つに類型
化した。第一は技術的関心に支えられた環境を
管理するための教育、第二は実践的関心に支え
られた環境を解釈（解説）するための教育、そし
て第三は、解放的関心に支えられた環境を変革
するための教育である。そして進行する「環境教
育制度化」を技術家主義（テクノクラート）的理
性に支えられたものとみて、教育実践者による
批判的創造的理性に支えられた教育実践のネッ
トワーク化の必要性について述べている。また
自然体験志向の「環境から学ぶ」教育については
「政治、対立、権力といった問題にナイーブであ
り、環境問題の考察に不可欠の社会の下部構造
に目を向けないために、往々にして保守反動的
な動向に積極的に加担することにもなる。」と指
摘している。これまでの自然学校ムーブメント

72  プランナー。有限会社ワークショップ・ミュー代表（故人）。
73  ワークショップ・ミュー編著『まなびの時代へ―地球市民への学び・30人の現場』小学館，1999年，10ページ。
74  東京学芸大学附属環境教育実践施設。
75  原子栄一郎「今日の環境教育制度化をめぐる危うさ」，『教育』国土社，1998年 12月号，27-35ページ。
76  林浩二・原子栄一郎「市民による環境教育―そこにおける反省の意味―」鬼頭秀一編「環境の豊かさをもとめて―理念と運動」昭
和堂，1999年，260-288ページ。

77  上平泰博・中島純・田中治彦「少年団の歴史―戦前のボーイスカウト・学校少年団」萌文社，1996年。

はまさにこの専門化、政策化、制度化といった動
きにみられる「技術家主義的理性」と、日本の各
地において多様なかたちで自由に展開されてき
た教育実践にみられる「教育実践者による批判
的創造的理性」の両方の側面を併せ持って歩ん
できた。この両者のバランスについては大いに
注意が必要だと考えている。
　というのも「子ども中心」「経験主義的」な学
びのありかたの原型をつくったともいえるボー
イスカウト運動は日本の自然学校の展開にあ
たっても重要な役割を担ってきたといえるが、
時代背景や価値観とこうした運動の展開は大い
に関連している。戦前におけるボーイスカウト
運動をみると「将来の兵士養成」ではなく「平和
の斥候」であると当時の指導者たちは強調しつ
つも、二度にわたる大戦、そして独ナチスの「ヒ
トラー・ユーゲント」やソビエトの「ピオニール」
などボーイスカウト組織をモデルとした巧みな
利用などもあり、世界的にも日本においてもこ
の運動は曲折していった経緯がある77。そしてま
た、こうした青少年組織が権力者の手により国
家規模の動員体制として巧みに利用される危険
性をみることもできるのである。
　これらを教訓として、自然学校は社会変革と
自主自立への志向をもち、そして批判的創造的
理性に基づいた教育実践拠点であり続けること
の重要性を指摘しておきたい。自然学校のパイ
オニア達はいまだ健在でこうしたイノベーター
（改革者）精神を持ち続けてきたと言えるが、経
営規模の拡大や、行政からの受託事業等の増加、
世代交代などによってこうした精神が喪失する
ことなく、組織として継承していくことが課題
であると考えられる。

４.３　「持続可能な社会を築いていくため
の学習拠点」への展望

　18世紀西欧に始まった産業革命によって近代
化がもたらされ、そして「近代の学校制度」はそ



日本における「自然学校」の動向 43

78 「持続可能な開発のための教育の10年」推進会議によれば、「持続可能な開発」について「民主的で誰もが参加できる社会制度と、
社会や環境への影響を考慮した経済制度を保障し、個々の文化の独自性を尊重しながら、人権の擁護、平和の構築、異文化理解
の推進、健康の増進、自然資源の維持、災害の防止、貧困の軽減、企業責任の促進などを通じて、公正で豊かな未来を創る営み
です。」と定義している。（同ウェブサイト：http://www.esd-j.org/）

79  立教大学社会学部・大学院異文化コミュニケーション研究科教授。
80  阿部治「新たな環境教育の展開―持続可能な開発のための教育―」，『国立公園』No.620（財）国立公園協会，2004年。

の産業社会を支える人材を効率よく合理的に育
成する装置としてその役割を果たしてきた。と
ころが20世紀末、地球規模での環境の悪化や、南
北問題、人種差別問題などの現実を前に、未来を
つくるための新しい教育の重要性が説かれ、環
境教育、平和教育、人権教育、開発教育、多文化
共生教育など、社会的課題をめぐる様々な教育、
言い換えれば「前衛教育」ともいえるムーブメン
トが生まれてきた。自然学校の教育実践はまさ
にほぼそれらと時を同じくして始まっている。
そしてこれらの多様な教育実践はいま「持続可
能な開発 78 のための教育（Ed u c a t i o n  f o r
Sustainable Development=E.S.D.）」として、包括的
にとらえられ、ホリスティックな連関のもとに
すすめられようとしている。阿部治79はE.S.D.に
ついて「環境のみではなく持続可能性にかかわ
るあらゆる課題（開発、貧困、資源、人口、ジェ
ンダー、保健衛生、平和、人権など）をも包含し
た『総合的な環境教育』」であると論じている。ま
た自然学校についてもこうした持続可能性とい
う視点から新たな位置づけがされる必要がある
と指摘した80。
　そしてこのE.S.D.については、2002年12月の
国連本会議で「国連持続可能な開発のための教
育の10年」の採択が決議された。これには2005
年からの10年を「国連持続可能な開発のための
教育の10年」とすることと、「ユネスコが関連国
際機関と協力して、『国連持続可能な開発のため
の教育の10年』を実施するための措置をそれぞ
れの教育戦略および行動計画に盛り込む事を検
討する」ことが明記されている。日本ではE.S.D.
の推進のために民間組織「持続可能な開発のた
めの教育の10年」推進会議（ESD-J）が2003年
6月に発足している。この組織を構成する団体正
会員は83団体（2005年３月１日現在）であるが、
このうち自然学校、自然体験活動もしくはその
ネットワークに関連する団体は30にものぼって
いる。
　つまり日本において自然学校はE.S.D. を推進
する有力な担い手として期待されているのだ。

実際、自然学校においては、自然体験、生活体験
を通じて自然エネルギーの利用、食糧の生産や
自給、森林や水資源の利用、生命の多様性や循
環、アウトドア技術、地域住民をはじめとする
様々な人々やセクターとのパートナーシップ構
築、地域通貨などの様々な学びと実践が可能で
あり、すでにいくつかの自然学校でこうした取
り組みが始まっている。これらは自然と共生す
る社会経済システムと「民」中心の社会のあり方
にひとつの解決方策を提示していける可能性を
もっていると考えられる。

５．おわりに

　このように僅か20年あまりの歩みにより、自
然学校はその活動領域、社会的役割、地域におけ
るポジショニングを著しく拡大させてきた。そ
してこのE.S.D.を契機として、近い将来、「持続
可能な社会を築いていくための学習拠点」へと
さらなる質的な変化を遂げていくことが望まれ
ているのである。
　本稿では自然学校の概念、発展の歴史、運営や
特徴などについて、また政策面での位置づけを
中心に整理し、その概要を示した。今後は持続可
能な社会を築いていくための学習拠点としての
検証を中心に、引き続き考察していくこととし
たい。
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